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１．18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 58,999 4.3 1,861 △1.3 2,000 △1.7

17年９月中間期 56,570 16.7 1,886 △46.6 2,035 △43.8

18年３月期 117,982 － 3,761 － 4,006 －

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円　銭

18年９月中間期 895 △22.4 44.12

17年９月中間期 1,153 △42.2 60.62

18年３月期 2,324 － 118.56

（注）１．期中平均株式数 18年９月中間期 20,300,453株 17年９月中間期 19,028,584株 18年３月期 19,292,628株

２．会計処理の方法の変更 無

３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　銭

18年９月中間期 74,649 37,423 50.1 1,842.89

17年９月中間期 66,924 33,754 50.4 1,778.76

18年３月期 69,529 36,985 53.2 1,825.77

（注）１．期末発行済株式数 18年９月中間期 20,307,095株 17年９月中間期 18,976,137株 18年３月期 20,237,125株

２．期末自己株式数 18年９月中間期 475,630株 17年９月中間期 482,588株 18年３月期 475,600株

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 121,360 4,118 2,098

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　 103円31銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年3月期  15.00  20.00  35.00

19年3月期（実績） － 15.00 － －   

19年3月期（予想） － － － 20.00  35.00

 

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 1,423,451   2,183,890   974,844   

２．受取手形 ※６ 19,873,728   22,635,046   21,339,699   

３．売掛金  17,398,772   20,661,125   20,038,801   

４．商品  9,436,518   7,083,316   9,292,264   

５．未着商品  149,618   128,035   －   

６．その他 ※３ 2,369,876   2,351,886   1,785,155   

貸倒引当金  △745,450   △212,542   △827,570   

流動資産合計   49,906,515 74.6  54,830,758 73.5  52,603,194 75.7

Ⅱ　固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物 ※２ 3,759,964   3,833,958   3,913,133   

２．土地 ※２ 10,105,873   12,850,496   10,105,873   

３．その他  581,117   451,986   498,977   

有形固定資産合計  14,446,954   17,136,441   14,517,984   

(2) 無形固定資産  78,062   78,595   82,546   

(3) 投資その他の資産           

１．投資有価証券 ※２ 1,437,014   1,447,445   1,667,337   

２．その他  2,140,964   2,248,119   1,724,741   

貸倒引当金  △1,084,590   △1,092,331   △1,066,260   

投資その他の資産
合計

 2,493,388   2,603,233   2,325,818   

固定資産合計   17,018,406 25.4  19,818,270 26.5  16,926,349 24.3

資産合計   66,924,921 100.0  74,649,028 100.0  69,529,543 100.0

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金 ※２ 22,290,901   29,784,580   25,333,814   

２．短期借入金 ※２ 6,600,000   2,300,000   4,000,000   

３．未払法人税等  880,000   1,000,000   100,000   

４．未払事業所税  10,491   10,626   21,250   

５．役員賞与引当金  －   19,000   －   

６．賞与引当金  319,000   294,300   152,500   

７．その他 ※３ 2,082,345   2,743,028   1,895,359   

流動負債合計   32,182,738 48.1  36,151,536 48.4  31,502,924 45.3

Ⅱ　固定負債           

１．長期預り金 ※２ 293,999   300,896   301,317   

２．退職給付引当金  488,292   529,935   511,295   

３．役員退職慰労引当金  205,750   242,900   228,600   

固定負債合計   988,041 1.5  1,073,731 1.4  1,041,212 1.5

負債合計   33,170,780 49.6  37,225,267 49.9  32,544,137 46.8
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   2,202,000 3.3  － －  3,301,582 4.8

Ⅱ　資本剰余金           

 　1　資本準備金  1,916,040   －   3,015,558   

 　　　資本剰余金合計   1,916,040 2.8  － －  3,015,558 4.3

Ⅲ　利益剰余金           

 　1　利益準備金  366,000   －   366,000   

 　2　任意積立金  26,074,152   －   26,074,152   

 　3　中間（当期）未処　
　分利益

 3,328,833   －   4,211,151   

 　　利益剰余金合計   29,768,986 44.5  － －  30,651,303 44.1

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

  412,955 0.6  － －  555,274 0.8

Ⅴ　自己株式   △545,840 △0.8  － －  △538,311 △0.8

資本合計   33,754,141 50.4  － －  36,985,406 53.2

負債資本合計   66,924,921 100.0  － －  69,529,543 100.0

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  － － 3,358,632 4.5  － －

２　資本剰余金         

(1) 資本準備金 － 3,072,598 －  

資本剰余金合計 － － 3,072,598 4.1  － －

３　利益剰余金         

(1) 利益準備金 － 366,000 －  

(2) その他利益剰余

金
    

特別償却準備金 － 163,011 －  

別途積立金 － 27,500,000 －  

繰越利益剰余金 － 3,076,236 －  

利益剰余金合計  － － 31,105,248 41.7  － －

４　自己株式  － － △538,354 △0.7  － －

株主資本合計  － － 36,998,123 49.6  － －

Ⅱ　評価・換算差額等         

１　その他有価証券評価
差額金

 － － 416,748 0.5  － －

２　繰延ヘッジ損益  － － 8,888 0.0  － －

評価・換算差額等合計  － － 425,637 0.5  － －

純資産合計  － － 37,423,760 50.1  － －

負債純資産合計  － － 74,649,028 100.0  － －
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   56,570,495 100.0  58,999,067 100.0  117,982,247 100.0

Ⅱ　売上原価 ※５  52,477,382 92.8  54,787,947 92.9  110,015,972 93.2

売上総利益   4,093,112 7.2  4,211,119 7.1  7,966,274 6.8

Ⅲ　延払未実現利益調整           

１．延払売上利益戻入高  1,970   862   2,908   

２．延払売上利益繰延高  － 1,970 0.0 － 862 0.0 － 2,908 0.0

差引売上総利益   4,095,083 7.2  4,211,982 7.1  7,969,183 6.8

Ⅳ　販売費及び一般管理費 ※５  2,208,358 3.9  2,350,259 4.0  4,208,119 3.6

営業利益   1,886,724 3.3  1,861,723 3.1  3,761,063 3.2

Ⅴ　営業外収益 ※１  163,034 0.3  148,039 0.3  284,985 0.2

Ⅵ　営業外費用 ※２  14,311 0.0  9,381 0.0  39,422 0.0

経常利益   2,035,447 3.6  2,000,381 3.4  4,006,627 3.4

Ⅶ　特別利益 ※３  244,931 0.4  558,117 0.9  199,227 0.1

Ⅷ　特別損失 ※４  274,435 0.5  1,056,179 1.8  276,148 0.2

税引前中間（当
期）純利益

  2,005,943 3.5  1,502,319 2.5  3,929,706 3.3

法人税、住民税及
び事業税

 863,229   984,725   1,447,018   

法人税等調整額  △10,891 852,338 1.5 △378,092 606,632 1.0 158,236 1,605,254 1.3

中間（当期）純利
益

  1,153,604 2.0  895,687 1.5  2,324,452 2.0

前期繰越利益   2,180,585   －   2,180,585  

自己株式処分差損   5,356   －   9,244  

中間配当額   －   －   284,642  

中間（当期）未処
分利益

  3,328,833   －   4,211,151  
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　中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日

残高　  （千円）
3,301,582 3,015,558 3,015,558 366,000 74,152 26,000,000 4,211,151 30,651,303 △538,311 36,430,132

中間会計期間中の

変動額

新株の発行 57,050 57,040 57,040       114,090

その他利益剰余

金の積立て　　
    88,859 1,500,000 △1,588,859 －  －

剰余金の配当       △404,742 △404,742  △404,742

役員賞与       △37,000 △37,000  △37,000

中間純利益　　       895,687 895,687  895,687

自己株式の取得         △43 △43

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額)

          

中間会計期間中の

変動額合計

        （千円）

57,050 57,040 57,040 － 88,859 1,500,000 △1,134,914 453,944 △43 567,991

平成18年９月30日

残高　  （千円）
3,358,632 3,072,598 3,072,598 366,000 163,011 27,500,000 3,076,236 31,105,248 △538,354 36,998,123
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日

残高　  （千円）
555,274 － 555,274 1,492 36,986,898

中間会計期間中の

変動額

新株の発行     114,090

その他利益剰余

金の積立て　　
    －

剰余金の配当     △404,742

役員賞与     △37,000

中間純利益　　     895,687

自己株式の取得     △43

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額)

△138,525 8,888 △129,637 △1,492 △131,129

中間会計期間中の

変動額合計

        （千円）

△138,525 8,888 △129,637 △1,492 436,862

平成18年９月30日

残高　  （千円）
416,748 8,888 425,637 － 37,423,760
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法 (1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券

 子会社株式

移動平均法による原価法

を採用しております。

子会社株式

同左

子会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　中間会計期間末日

の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額

は全部資本直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定）を採用して

おります。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定）を採

用しております。

 時価のないもの

　移動平均法による

原価法を採用してお

ります。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2)たな卸資産

商品

　移動平均法による原価

法を採用しております。

(2)たな卸資産

商品

同左

(2)たな卸資産

商品

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産

　定率法によっておりま

す。

　ただし、平成10年４

月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く）

については、定額法を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

(1)有形固定資産

　　　　同左

　

 

(1)有形固定資産

同左

 建物　　　　31～47年

その他（構築物）

　　　　　　10～15年

その他（機械装置及び

運搬具）　　６～12年

その他（器具備品）

４～10年
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 (2)無形固定資産

　定額法によっておりま

す。

　なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準に

よっております。

　また、自社利用のソフ

トウェアについては社内

における利用可能期間

（５年）に基づいており

ます。

(2)無形固定資産

同左

(2)無形固定資産

同左

 (3)長期前払費用

　定額法によっておりま

す。

　なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準に

よっております。

(3)長期前払費用

同左

(3)長期前払費用

同左

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権お

よび破産更生債権等につ

いては、財務内容評価法

によっております。

(1)貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左

 (2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に

備えるため、賞与支給見

込額に基づき計上してお

ります。

(2)賞与引当金

同左

(2)賞与引当金

同左

③     ―――――- (3)役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備え

て、役員賞与内規に基づ

く当事業年度における支

給見込額の当中間会計期

間負担額を計上しており

ます。

③     ―――――-

 (3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。

数理計算上の差異に

ついては、発生年度の翌

事業年度に一括費用処理

することとしております。

(3)退職給付引当金

　　　　同左

 

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年度

末における退職給付債務

および年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。

数理計算上の差異に

ついては、発生年度の翌

事業年度に一括費用処理

することとしております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 （追加情報）

　退職給付に係る会計処理

は、従来において退職給付

債務の計算を簡便法によっ

ておりましたが、前事業年

度下期から当社は、原則法

により計算する方法へ変更

しております。

なお、当該変更に伴う影

響額は、前事業年度の額と

同額であります。

      ___________

　

 

  ___________

 (4)役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金内規に基づく中

間期末要支給額を計上し

ております。

(4)役員退職慰労引当金

同左

(4)役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上してお

ります。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用

しております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(1)ヘッジ会計の方法

同左

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対

象

　鉄鋼商品の輸入および

輸出による外貨建予定取

引の為替変動に対する

ヘッジとして、為替予約

取引を行っております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

 (3)ヘッジ方針

　社内規程に基づき、為

替変動リスクをヘッジす

る取引を行っております。

(3)ヘッジ方針

同左

(3)ヘッジ方針

同左

 (4)ヘッジの有効性評価の

方法

　当社のリスク管理方針

に従って、ヘッジ対象の

相場変動とヘッジ手段の

相場変動を比較し、その

変動額の比率によって有

効性を判断しております。

(4)ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4)ヘッジの有効性評価の

方法

同左

６．その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式により処理して

おります。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日）および「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31

日））を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。

 

 

 （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31

日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。

────── （役員賞与に関する会計基準）

　当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号　平成17年11月29日）を適用してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益およ

び税引前中間純利益は、それぞれ

19,000千円減少しております。

──────

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用してお

ります。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は37,414,871千円であります。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

 4,088,794千円  4,374,669千円     4,240,505千円

※２　担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりで

あります。

(イ）担保に供している資産

※２　担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりで

あります。

(イ）担保に供している資産

※２　担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりで

あります。

(イ）担保に供している資産

預金 109,018千円

建物 7,748千円

土地 569,686千円

投資有価証券 20,352千円

計 706,805千円

預金 112,018千円

建物 7,478千円

土地 529,686千円

投資有価証券 20,976千円

計 670,158千円

預金 109,018千円

建物 7,608千円

土地 529,686千円

投資有価証券 27,312千円

計 673,625千円

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務

買掛金 42,724千円

短期借入金 691,000千円

長期預り金 100,000千円

計 833,724千円

買掛金 90,073千円

短期借入金 390,000千円

長期預り金 100,000千円

計 580,073千円

買掛金 61,633千円

短期借入金 590,000千円

長期預り金 100,000千円

計 751,633千円

※３　消費税等の表示方法

　仮払消費税等および仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

※３　  　　　同左

　

 ※３　　　　──────

　４　当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行13行と当座

貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

　４　当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行14行と当座

貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

　４　当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行14行と当座

貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度

額の総額
18,900,000千円

借入実行残高 6,600,000千円

差引額 12,300,000千円

当座貸越極度

額の総額
21,700,000千円

借入実行残高 2,300,000千円

差引額 19,400,000千円

当座貸越極度

額の総額
19,400,000千円

借入実行残高 4,000,000千円

差引額 15,400,000千円
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

　５　訴訟事件

株式会社利根建設に対し、商品

取引に対する代金12,849千円の支

払を求める訴えを、平成13年12月

４日ならびに平成14年１月17日大

分地方裁判所に提訴いたしており

ましたが、これに対する反訴とし

て株式会社利根建設より、当社に

対して当社が納入した商品につき

瑕疵があることを理由に工事請負

契約を施主との間で解除したとす

る損害賠償反訴請求（請求額

591,715千円）が平成14年３月12

日大分地方裁判所に提訴されまし

た。当社といたしましては、納入

した商品に瑕疵はなく不当な反訴

請求であるとして、係争してまい

りましたが、平成17年４月25日に

大分地方裁判所より判決が言い渡

され、当社の主張がほぼ全面的に

認められる判決となりました。し

かし、株式会社利根建設側が第一

審判決を不服として、福岡高等裁

判所に控訴したことによって、現

在、この裁判は未確定となってお

ります。

　５　訴訟事件

　　　    　　同左

　５　訴訟事件

　　　    　　同左

 ※６　　　　────── ※６　中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間期末日満期

手形が中間期末残高に含まれてお

ります。

 ※６　　　　──────

 受取手形　 　1,699,422千円  
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1,306千円 受取利息 1,240千円 受取利息 3,545千円

※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目

支払利息 9,337千円 支払利息 4,195千円 支払利息 15,070千円

※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目

固定資産売却

益
197,587千円

貸倒引当金戻

入
558,117千円

固定資産売却

益
197,682千円

※４　特別損失の主要項目 ※４　特別損失の主要項目 ※４　特別損失の主要項目

保証預託金損

失
2,569千円

貸倒損失 271,559千円

減損損失 1,055,231千円

　当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。

場所 用途 種類

福岡支店
（福岡市東
区）

事業用事
務所およ
び鋼材倉
庫

土地

　当社は、事業用資産については

各事業所単位で、賃貸用不動産お

よび遊休資産については各物件単

位で、グルーピングしておりま

す。

　上記の福岡支店が移転すること

で、その跡地について、将来の用

途が定まっていないことを鑑み、

市場価格が著しく下落している土

地につき、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額

1,055,231千円を減損損失として

特別損失に計上しております。

　なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測定

し、不動産鑑定評価額等から算出

しております。

保証預託金損

失
2,569千円

貸倒損失 271,559千円

※５　減価償却実施額 ※５　減価償却実施額 ※５　減価償却実施額

有形固定資産 151,638千円

無形固定資産 8,850千円

有形固定資産 146,751千円

無形固定資産 10,185千円

有形固定資産 308,294千円

無形固定資産 18,566千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

 当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 

 自己株式の種類および株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加

株式数（株）

当中間会計期間減少

株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

 普通株式　 475,600 30 － 475,630

 　　　　合計 475,600 30 － 475,630

 

 

 

①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および中間期末

残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および中間期末

残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および期末残高

相当額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

中間期末
残高相当
額
(千円)

その他 123,056 45,131 77,925

合計 123,056 45,131 77,925

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

中間期末
残高相当
額
(千円)

その他 150,816 69,403 81,412

合計 150,816 69,403 81,412

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

その他 129,253 55,211 74,041

合計 129,253 55,211 74,041

２．未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 24,564千円

１年超 53,361千円

合計 77,925千円

１年内 28,608千円

１年超 52,804千円

合計 81,412千円

１年内 25,552千円

１年超 48,489千円

合計 74,041千円

（注）なお、取得価額相当額および未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。

（注）　　　　同左 （注）なお、取得価額相当額および未

経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

３．支払リース料および減価償却費相

当額

３．支払リース料および減価償却費相

当額

３．支払リース料および減価償却費相

当額

支払リース料 12,143千円

減価償却費相当額 12,143千円

支払リース料 14,506千円

減価償却費相当額 14,506千円

支払リース料 25,436千円

減価償却費相当額 25,436千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左
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②　有価証券

前中間会計期間末、当中間会計期間末および前事業年度末のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはあ

りません。

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（新株予約権の発行）

　平成17年12月19日開催の取締役会に

おいて、第三者割当による第１回新株

予約権の発行を決議いたしました。そ

の概要は次のとおりであります。

１．発行する株式の種類および数

普通株式2,000,000株（新株予約

権１個につき普通株式2,000株）

２．新株予約権の発行総数 1,000個

３．新株予約権の発行価額

１個につき4,000円

４．新株予約権の発行総額

4,000,000円

５．新株予約権の払込期日および発行

日

平成18年１月５日

６．新株予約権の割当先および割当数

Merrill Lynch International

1,000個

７．新株予約権の行使に際して払い込

むべき金額

(1）各本新株予約権の行使に際して

払い込むべき金額は、行使価額

に割当株式数を乗じた金額とし

ます。

(2）本新株予約権の行使により当社

が当社普通株式を新たに発行し

またはこれに代えて当社の保有

する当社普通株式を移転（以下

当社普通株式の発行または移転

を「発行・移転」という。）す

る場合における株式１株当りの

払込金額（以下「行使価額」と

いう。）は、当初1,910円であ

ります。
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）行使価額の修正

本新株予約権の各行使請求の効

力発生日の前日までの３連続取

引日の株式会社東京証券取引所

における当社普通株式の普通取

引の終値の平均値の90％に相当

する金額が、当該修正日の直前

に有効な行使価額を１円以上上

回るまたは下回る場合には、行

使価額は当該修正日以降、当該

修正日価額に修正されます。た

だし、かかる修正後の行使価額

が下限行使価額を下回る場合に

は、行使価額は下限行使価額と

します。下限行使価額は、払込

期日の株式会社東京証券取引所

における当社普通株式の普通取

引の終値の80％に相当する金額

とします。

８．資金使途

設備投資および運転資金に充当す

る予定であります。

９．新株予約権の行使期間

平成18年１月６日から平成20年１

月４日まで

10．新株予約権の消却

本新株予約権の消却が必要と当社

取締役会が決議した場合は、本新

株予約権の発行日の翌日以降、商

法第280条ノ36の規定に従って通

知し、かつ（本新株予約権証券が

発行されている場合は）公告した

うえで、当該消却日に、本新株予

約権１個当たり4,000円の価額で、

残存する本新株予約権の全部また

は一部を消却することができます。

11．新株予約権の行使により株式を発

行する場合の資本組入額

本新株予約権の行使により株式を

発行する場合の当社普通株式１株

の資本組入額は、当社普通株式１

株の発行価額に0.5を乗じた金額

とし、計算の結果１円未満の端数

を生じる場合は、その端数を切り

上げるものとします。
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